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(57)【要約】
　　【課題】　適度な機械的強度を有しつつ形状安定性
に優れた純ニッケル薄板を提供することにある。
　　【解決手段】　ビッカーズ硬さＨＶ０．３が１００
～２００の範囲にあり、引張試験における引張強度Ｔ．
Ｓ．の０．２％耐力Ｙ．Ｓ．に対する比Ｒ（＝Ｔ．Ｓ．
／Ｙ．Ｓ．）が下記式（１）の条件を満たすことを特徴
とする純ニッケル薄板。
　　Ｒ＞３．０－０．０１×ＨＶ０．３・・・・（１）
【選択図】　図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ビッカーズ硬さＨＶ０．３が１００～２００の範囲にあり、引張試験における引張強度
Ｔ．Ｓ．の０．２％耐力Ｙ．Ｓ．に対する比Ｒ（＝Ｔ．Ｓ．／Ｙ．Ｓ．）が下記式（１）
の条件を満たすことを特徴とする純ニッケル薄板。
　　Ｒ＞３．０－０．０１×ＨＶ０．３・・・・（１）
【請求項２】
　純ニッケル板を圧下率３０％以上で冷間圧延して該純ニッケル板の厚さを調整する厚さ
調整工程と、該厚さ調整工程により厚さが調整された純ニッケル板を６００～８００℃で
熱処理して該純ニッケル板の硬度を低下させ調整する硬度調整工程とを実施して、純ニッ
ケル薄板を形成することを特徴とする純ニッケル薄板の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、純ニッケル薄板、及び純ニッケル薄板の製造方法に関し、例えば、充電可能
な二次電池の内部配線等の導電部品として用いられる純ニッケル薄板を製造する導電部品
用純ニッケル薄板、及びその製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　純ニッケル薄板は、耐食性が優れていることから、携帯型電子機器（携帯電話やノート
パソコン等）等の電源である充電可能な二次電池（リチウムイオン電池、リチウムポリマ
ー電池、ニッケル水素電池等）の内部配線の導電部品等として用いられている。
【０００３】
　斯かる純ニッケル薄板の材料としては、プレス加工時にバリ発生や変形が抑制されてな
るものが求められており、このような要望点から、例えば、特許文献１の如く、質量％で
Ｃ：０．０３％以下、Ｓｉ：０．０１％以下、Ｍｎ：０．０４％以下、残部が実質的にニ
ッケルからなり、酸素と窒素との合計量が１００ｐｐｍ以下であるニッケル材料が用いら
れている。
【０００４】
　ところで、この種の純ニッケル薄板は、携帯型電子機器等の強度を得るために、ある程
度の硬度が必要である。
　一方、純ニッケル薄板は、携帯型電子機器等の小型化・軽量化を図るべく、部品として
成形加工された際に形状が安定したものが求められているが、一般的に硬度が高いとスプ
リングバックが生じ易くなり、プレス成形における形状安定性が悪化する。これは、引張
強度（ＴＳ）に対する降伏強度（ＹＳ）の比ＹＲ（＝ＹＳ／ＴＳ）が大きくなるために生
じる現象であり、同じ引張強度（ＴＳ）の場合、ＹＲが小さくなれば形状安定性が良好に
なる。
【０００５】
　このような観点から、従来、純ニッケル薄板の製造方法としては、まず純ニッケルを溶
解して鋳型で鋳造してスラブを形成するスラブ形成工程と、このスラブを熱間圧延して純
ニッケル板を形成する熱間圧延工程と、この熱間圧延された純ニッケル板の冷間圧延と焼
鈍（例えば、８００～１０００℃程度）とを繰り返し実施してこの純ニッケル板を薄くす
る冷間圧延工程と、最終焼純を実施した後に純ニッケル圧延材の硬度及び厚さを調整すべ
く、軽圧下での冷間圧延（調質圧延）を行って純ニッケル薄板を形成する調質圧延工程と
を実施する方法が用いられている（特許文献２）。
【０００６】
　また、この製造方法としては、半田濡れ性を改善するという観点から、前記調質圧延の
実施後に純ニッケルの再結晶温度以下の所定温度で純ニッケルを加熱処理することにより
表面および表層部の不純物を除去する低温処理工程を含む方法も提案されている（特許文
献３）。
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　この低温処理工程は、ニッケルの再結晶温度以下の温度、すなわち機械的性質が変化し
ないような十分に低い温度で行われる工程であるため、処理前後で硬度を変化させずに不
純物を除去することができる。
【０００７】
【特許文献１】特開２００３－８９８３５号公報
【特許文献２】特許第３７４１３１１号公報
【特許文献３】特開２００５－８２８８６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかし、従来の純ニッケル薄板の製造方法は、厚さが同じで様々な硬度の純ニッケル薄
板を製造するには、硬度に合わせて、純ニッケルの中間材料の様々な厚さのものを準備し
ておく必要が生じてしまうため、材料管理においても手間及びコストがかかってしまうと
いう問題がある。
【０００９】
　また、従来の純ニッケル薄板の製造方法では、機械的強度の異方性を有してしまい、プ
レス打ち抜き方向に制限が生じて、部品設計の自由が阻害され、製品歩留まりが悪くなっ
てしまうという問題もある。
【００１０】
　そこで、本発明は、上記問題点に鑑み、適度な機械的強度を有しつつ形状安定性に優れ
た純ニッケル薄板、及び適度な硬度を有しつつ形状安定性に優れた純ニッケル薄板の製造
において手間及びコストを抑制することができ、さらに、製品歩留まりが良好である純ニ
ッケル薄板の製造方法を提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明は、ビッカーズ硬さＨＶ０．３が１００～２００の範囲にあり、引張試験におけ
る引張強度Ｔ．Ｓ．の０．２％耐力Ｙ．Ｓ．に対する比Ｒ（＝Ｔ．Ｓ．／Ｙ．Ｓ．）が下
記式（１）の条件を満たすことを特徴とする純ニッケル薄板を提供することにある。
　　Ｒ＞３．０－０．０１×ＨＶ０．３・・・・（１）
【００１２】
　斯かる純ニッケル薄板によれば、ビッカーズ硬さＨＶ０．３が１００～２００の範囲に
あり適度な硬度を有し、さらに、引張試験における引張強度Ｔ．Ｓ．の０．２％耐力Ｙ．
Ｓ．に対する比Ｒが上記式（１）を満たすことにより、Ｔ．Ｓ．に対するＹ．Ｓ．が相対
的に低くなり、プレス形成持のスプリングバックが抑制され、形状安定性が良好となる。
　この理由は、定かではないが、冷間圧延後に６００～８００℃での熱処理を施すことに
よって、再結晶が部分的に生じ、再結晶粒と未再結晶粒とが混在した組織となる。このよ
うな組織においては、未再結晶部分によって適度な硬度が付与され、再結晶した部分によ
って加工時に変形が生じ易くなってＴ．Ｓ．に対するＹ．Ｓ．が相対的に低くなりスプリ
ングバックが抑制されているものと推測される。
【００１３】
　尚、本発明におけるビッカーズ硬さＨＶ０．３は、ビッカーズ硬さ試験－試験方法（Ｊ
ＩＳ　Ｚ　２２４４）に準拠し、荷重を３００ｇで測定する。
　また、本発明における引張強度Ｔ．Ｓ．及び０．２％耐力Ｙ．Ｓ．は、金属材料引張試
験片（ＪＩＳ　Ｚ　２２０１）に準拠したＪＩＳ　１３Ｂ試験片を用い、金属材料引張試
験方法（ＪＩＳ　Ｚ　２２４１）に準拠して測定する。
【００１４】
　また、本発明は、純ニッケル板を圧下率３０％以上で冷間圧延して該純ニッケル板の厚
さを調整する厚さ調整工程と、該厚さ調整工程により厚さが調整された純ニッケル板を６
００～８００℃で熱処理して該純ニッケル板の硬度を低下させ調整する硬度調整工程とを
実施して、純ニッケル薄板を形成することを特徴とする純ニッケル薄板の製造方法を提供
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することにある。
【００１５】
　斯かる純ニッケル薄板の製造方法によれば、熱処理によって純ニッケル薄板の硬度を調
整することにより、従来必須であった調質圧延工程を省くことが可能となるため、調質圧
延工程分の手間及びコストを抑制することができる。
　また、斯かる純ニッケル薄板の製造方法によれば、前記厚さ調整工程で厚さを調整した
後に前記硬度調整工程で硬度を調整することにより、様々な厚さの純ニッケル板を準備せ
ずとも、熱処理によって所望の硬度に調整することが可能となるため、純ニッケル板の準
備においても手間及びコストを抑制することができる。
　さらに、斯かる純ニッケル薄板の製造方法によれば、前記硬度調整工程で硬度を調整す
ることにより、適度な硬度を有しつつスプリングバックが生じ難い純ニッケル薄板、即ち
、適度な硬度を有しつつ形状安定性の優れた純ニッケル薄板を作製することができる。
　また、斯かる純ニッケル薄板の製造方法によって製造された純ニッケル薄板は、該純ニ
ッケル薄板と同程度の硬度であって、調質圧延によって製造された純ニッケル薄板に比し
て、スプリングバックが生じ難い。この理由は明らかではないが、６００～８００℃での
熱処理により純ニッケル薄板において再結晶が部分的に生じ、再結晶が生じていない部分
により適度な硬度を有することができ、再結晶した部分によりスプリングバックが生じ難
くなっていると考えられる。
　また、斯かる純ニッケル薄板の製造方法によれば、最終の冷間圧延後に熱処理を実施す
ることにより、製造された純ニッケル薄板に機械的強度の異方性が生じるのを抑制するこ
とができるため、製品歩留まりが良好である純ニッケル薄板を製造することができる。
【００１６】
　尚、本発明で用いる純ニッケルは、ニッケルの含有量が９５質量％以上であるニッケル
材料のことである。
　また、本発明における熱処理の温度の値は、熱処理における最高到達温度のことを意味
する。
【発明の効果】
【００１７】
　以上のように、本発明によれば、手間及びコストを抑制することができ、また、適度な
硬度を有しつつ形状安定性に優れ、製品歩留まりが良好である純ニッケル薄板を作製する
ことができる、純ニッケル薄板の製造方法を提供することができる。また適度な硬度を有
しつつ形状安定性に優れた純ニッケル薄板を提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１８】
　以下、本発明の一実施形態について説明する。
【００１９】
　本実施形態に係る純ニッケル薄板は、ビッカーズ硬さＨＶ０．３が１００～２００の範
囲にある。
　純ニッケルは、冷間圧延されると冷間圧延前に比して硬度が向上し、通常、ビッカーズ
硬さＨＶ０．３が２００程度まで向上が可能である。一方で、純ニッケルは、完全焼鈍さ
れると、ビッカーズ硬さＨＶ０．３が８０程度まで低下する。本発明に於いては、この範
囲で硬度調整してからスプリングバック等加工上の問題を防止する。
　従って、本実施形態に係る純ニッケル薄板の硬度として、ビッカーズ硬さＨＶ０．３が
１００～２００であるものが好適に採用され得る。
　この硬度については、後述する硬度調整工程において、純ニッケル薄板の製造過程の中
間材料たる純ニッケル圧延材を６００～８００℃で熱処理することで容易に調整すること
ができる。
【００２０】
　本実施形態に係る純ニッケル薄板は、引張試験における引張強度Ｔ．Ｓ．の０．２％耐
力Ｙ．Ｓ．に対する比Ｒ（＝Ｔ．Ｓ．／Ｙ．Ｓ．）が下記式（１）の条件を満たす。
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　　Ｒ＞３．０－０．０１×ＨＶ０．３・・・・（１）
　上記式（１）を満たす純ニッケル薄板は、従来材に比べ、スプリングバックが生じ難く
なる。
【００２１】
　次に、本実施形態に係る純ニッケル薄板の製造方法について説明する。
　本実施形態に係る純ニッケル薄板の製造方法は、上記のような純ニッケル薄板を製造す
る方法である。
【００２２】
　本実施形態に係る純ニッケル薄板の製造方法は、純ニッケル板を圧下率３０％以上で冷
間圧延して該純ニッケル板の厚さを調整する厚さ調整工程と、該厚さ調整工程により厚さ
が調整された純ニッケル板を６００～８００℃で熱処理して該純ニッケル板の硬度を低下
させ調整する硬度調整工程とを実施して、純ニッケル薄板を形成する方法である。
【００２３】
　厚さ調整工程で用いられる純ニッケル板としては、ニッケルの含有量が９５質量％以上
のものが用いられる。
　また、前記純ニッケル板として、好ましくは、ニッケルの含有量が９９質量％以上のも
のが用いられ、具体的には、ＪＩＳ　Ｈ４５５１に規定されている常炭素ニッケル板（合
金番号：ＮＷ２２００）（Ｎｉ：９９質量％以上、Ｃ：０．１５質量％以下、Ｃｕ：０．
２質量％以下、Ｆｅ：０．４質量％以下、Ｍｎ：０．３質量％以下、Ｓ：０．０１０質量
％以下、Ｓｉ：０．３質量％以下）、や低炭素ニッケル板（合金番号：ＮＷ２２０１）（
Ｎｉ：９９質量％以上、Ｃ：０．０２質量％以下、Ｃｕ：０．２質量％以下、Ｆｅ：０．
４質量％以下、Ｍｎ：０．３質量％以下、Ｓ：０．０１０質量％以下、Ｓｉ：０．３質量
％以下）が用いられる。ニッケルの含有量が９９質量％以上であることにより、形成され
る純ニッケル薄板は、電気抵抗が低いものになるとともに、電池電解液等に対して耐食性
が優れたものとなるため、例えば、電池のリード部品として適したものとなる。
　該純ニッケル板の厚さとしては、例えば、０．０４～２．５ｍｍが挙げられ、より具体
的には、０．０７～１．５ｍｍが挙げられる。
【００２４】
　厚さ調整工程における圧下率は、３０％以上である。圧下率が３０％未満である場合、
厚さが調整された純ニッケル板の硬度が小さすぎて、圧さ調整工程後に実施する硬度調整
工程において所望の値に硬度調整するのが困難となる虞がある。
　また、圧下率は、好ましくは５０％以上であり、より好ましくは７０％以上である。圧
下率が５０％以上であることにより、硬度調整工程において硬度調整できる範囲が広がる
ため、厚さが調整された一の純ニッケル板から様々な所望の硬度の純ニッケル薄板を形成
することができ、生産性が向上するという利点がある。
【００２５】
　厚さ調整工程において調整される純ニッケル板の厚さとしては、例えば、０．０３～０
．２５ｍｍが挙げられ、より具体的には、０．０５～０．１５ｍｍが挙げられる。
【００２６】
　厚さが調整された純ニッケル板の厚さは、そのまま純ニッケル薄板の厚さとなり得るた
め、厚さ調整工程において純ニッケル板の厚さを調整することにより、純ニッケル薄板の
厚さを調整することができる。
【００２７】
　硬度調整工程は、厚さ調整工程により厚さが調整された純ニッケル板を６００～８００
℃で処理炉にて熱処理して該純ニッケル板の硬度を低下させ調整する工程である。
　硬度調整工程は、通常、純ニッケル板を連続的に通板して処理を行う連続焼鈍炉を用い
る。以下、連続焼鈍炉を例にとって説明する。
【００２８】
　具体的には、硬度調整工程では、まず、前記連続焼鈍炉の加熱帯内部に水素と窒素との
混合ガス（例えば、モル比で、Ｈ2：Ｎ2＝１：３）を導入して加熱帯内部を無酸化雰囲気
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とする。加熱帯内部を無酸化雰囲気にすることにより、純ニッケル板の表面に酸化被膜が
生じ難くなるため、このような酸化被膜を処理する脱スケール処理をせずに、表面品質が
良好な純ニッケル薄板を形成することができる。
【００２９】
　次ぎに、厚さ調整工程で作製した純ニッケル板を６００～８００℃（保持温度）で加熱
する。
　硬度調整工程は、熱処理の保持時間を１２０秒以下とする。本実施形態は、この工程に
より、適度な硬度を有しつつスプリングバックが生じ難い純ニッケル薄板を作製すること
ができる。熱処理の保持時間は、好ましくは、３０秒以下、より好ましくは、０秒（目標
設定温度に到達と同時に温度を下げ始める）とする。
　尚、本実施形態に於いて、熱処理の保持時間とは、最高到達温度に於いて保持する時間
のことを意味する。
【００３０】
　硬度調整工程における熱処理の昇温速度は、特に純ニッケル板の硬さに影響するもので
はないので所定の熱処理温度に達することができれば、特に限定されるものではないが、
硬度調整工程は、熱処理の昇温速度を例えば１０～８０℃／秒とし、より具体的には、２
０～５０℃／秒とする。
【００３１】
　その後、冷却帯にて窒素ガスを用いて純ニッケル薄板が４００℃以下、好ましくは２０
０℃になるまで冷却する。
【００３２】
　尚、本実施形態に係る純ニッケル薄板、及び本実施形態に係る純ニッケル薄板の製造方
法は、上記構成により、上述の利点を有するものであったが、本発明に係る純ニッケル薄
板、及び本発明に係る純ニッケル薄板の製造方法は、上記構成に限定されず、適宜設計変
更可能である。
【００３３】
　例えば、本実施形態に係る純ニッケル薄板の製造方法に於いては、硬度調整工程で加熱
帯内部を無酸化雰囲気にするために、水素と窒素との混合ガスを用いたが、本発明に係る
純ニッケル薄板の製造方法に於いては、アルゴン等の不活性ガス、水素、窒素を１種単独
若しくは２種以上組み合わせたガスを用いても良い。
【００３４】
　また、本実施形態に係る純ニッケル薄板の製造方法に於いては、硬度調整工程で加熱帯
内部を無酸化雰囲気にしたが、本発明に係る純ニッケル薄板の製造方法に於いては、この
ように無酸化雰囲気にすることを省略してもよい。その場合には、硬度調整工程後に、脱
スケール処理を実施する。
　脱スケール処理は、硬度調整工程後に純ニッケル薄板の表面を硫酸、硝酸、塩酸、リン
酸、酢酸等の酸で洗浄する処理のことである。
【実施例】
【００３５】
　次に、実施例および比較例を挙げて本発明についてさらに具体的に説明する。
【００３６】
（試験片の作製）
　厚さ０．７８６ｍｍの純ニッケル板（ニッケル９９．６５質量％）を０．１２５ｍｍま
で冷間圧延（圧下率８４％）し、この冷間圧延した純ニッケルを３０ｍｍ×７０ｍｍに切
断して試験片を作製した。
【００３７】
（試験例１）
　この試験片を赤外線式熱処理炉にて熱処理した。この熱処理に於いては、まず、この熱
処理炉の加熱帯内部を真空脱気し、加熱帯内部に水素と窒素との混合ガス（モル比で、Ｈ

2：Ｎ2＝１：３）を導入して加熱帯内部を無酸化雰囲気とした。次ぎに、この熱処理炉内
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で試験片を昇温速度２５℃／秒で加熱して７００℃（保持温度）に達した時点で１秒間（
保持時間）保持し、その後、加熱帯内部に窒素ガスを導入して試験片が２００℃になるま
で冷却し、そして、加熱帯内部を大気開放して試験片を取りだし常温まで冷却し、試験例
１の純ニッケル薄板を作製した。
　尚、試験片の温度は、試験片の上面中央部に熱電対を溶接して、温度を直接測定した。
【００３８】
（試験例２～６）
　保持時間４秒、７秒、１５秒、２０秒、３０秒それぞれで加熱したこと以外は、試験例
１の純ニッケル薄板と同様に作製した試験例２～６の純ニッケル薄板をそれぞれ得た。
【００３９】
（試験例７～１２）
　保持時間１秒、４秒、７秒、１５秒、２０秒、３０秒それぞれにおいて、保持温度７２
０℃としたこと以外は、試験例１の純ニッケル薄板と同様に作製した試験例７～１２の純
ニッケル薄板をそれぞれ得た。
【００４０】
　試験例１～１２の純ニッケル薄板それぞれのビッカーズ硬さＨＶ０．３を測定した。
　尚、ビッカーズ硬さＨＶ０．３は、ビッカーズ硬さ試験－試験方法（ＪＩＳ　Ｚ　２２
４４）に準拠し、荷重を３００ｇで測定した。
【００４１】
　各保持温度（７００℃、７２０℃）における保持時間に対するビッカーズ硬さＨＶ０．
３を図１に示す。
【００４２】
　図１に示すように、熱処理温度が低いほど同じ硬度に達する（同じ硬度まで低下させる
）までの保持時間は長くなり、適当な温度と適当な時間を選ぶことによって、所望する硬
度をもった純ニッケルを得ることができる。
【００４３】
　また、昇温速度の影響を調べる目的で、昇温速度を５０℃／秒としたこと以外は、試験
例１～１２と同様に作製した純ニッケル薄板についてビッカーズ硬さＨＶ０．３を測定し
たところ、図１に示す結果と同じような結果が得られた。
　さらに、圧延率を４０、５０％としたこと以外は、試験例１～１２と同様に作製した純
ニッケル薄板についてビッカーズ硬さＨＶ０．３を測定したところ、図１に示す結果と同
じような結果が得られた。
【００４４】
　上記試験例の純ニッケル薄板と同様の作製方法で、得られる純ニッケル薄板のビッカー
ズ硬さＨＶ０．３を１００～２１５の範囲となるように調整して、実施例の純ニッケル薄
板を作製した。この純ニッケル薄板の引張強度Ｔ．Ｓ．、及び０．２％耐力Ｙ．Ｓ．を測
定した。この結果を図２に示す（図２のうち、「●」若しくは「○」で表示）。
　また、従来例として、最終焼鈍の後に調質圧延によって得られる純ニッケル薄板のビッ
カーズ硬さＨＶ０．３を８０～１８０の範囲となるように調整して、比較例の純ニッケル
薄板を作製した。この純ニッケル薄板の引張強度Ｔ．Ｓ．、及び０．２％耐力Ｙ．Ｓ．を
測定した。この結果も図２に示す（図２のうち、「■」で表示）。
　尚、引張強度Ｔ．Ｓ．及び０．２％耐力Ｙ．Ｓ．は、金属材料引張試験片（ＪＩＳ　Ｚ
　２２０１）に準拠したＪＩＳ　１３Ｂ試験片を用い、金属材料引張試験方法（ＪＩＳ　
Ｚ　２２４１）に準拠して測定した。
【００４５】
　図２に示すように、実施例の純ニッケル薄板（「●」で表示）は、同じ硬度の従来法（
比較例）の純ニッケル薄板に比してＲが高く、形状安定性に優れていることが分かる。
【図面の簡単な説明】
【００４６】
【図１】各保持温度（７００℃、７２０℃）における保持時間とビッカーズ硬さＨＶ０．
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３との関係図。
【図２】ビッカーズ硬さＨＶ０．３と、引張試験における引張強度Ｔ．Ｓ．の０．２％耐
力Ｙ．Ｓ．に対する比Ｒ（＝Ｔ．Ｓ．／Ｙ．Ｓ．）との関係図。

【図１】

【図２】
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